
（平成２４年４月１８日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 6 件

国民年金関係 3 件

厚生年金関係 3 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 12 件

国民年金関係 10 件

厚生年金関係 2 件

年金記録確認宮城地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



宮城国民年金 事案 1657 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 51 年 10 月から同年 12 月までの付加保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要

である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：   

生 年 月 日 ： 昭和 24 年生 

住    所 ：   

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 51 年 10 月から同年 12 月まで 

私は、昭和 49 年５月に、結婚を契機として妻と共に国民年金に加入

し、付加保険料も納付することにした。申立期間の保険料は、付加保険

料を含む納付書で、妻が夫婦二人分を納付したにもかかわらず、付加保

険料の納付記録が無いが、この期間だけ、納付金額を訂正して納付する

ことは考えられないので調査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録により、申立人及びその妻の前後の国民年金手帳記号番

号の任意加入被保険者の資格取得年月日から、申立人及びその妻は、申立

てどおり、昭和 49 年５月頃に国民年金の加入手続を行ったものと推認で

きる上、申立人及びその妻が所持する国民年金手帳は、同年５月 30 日に

発行され、当該手帳には、同日に付加保険料を納付する者となった旨の記

載が確認できる。 

また、申立人及びその妻は、昭和 49 年４月以降、国民年金被保険者資

格を喪失する 59 年４月 23 日までの期間の定額保険料に未納は無く、付加

保険料を納付する者となった 49 年５月以降の付加保険料は、申立期間を

除き全て納付しており、申立人の納付意識の高さがうかがえる。 

さらに、申立期間の前後の定額保険料及び付加保険料は全て納付済みと

されているところ、納付意識の高い申立人の妻が、年度途中である３か月

の付加保険料のみを納付しなかったとは考え難い。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の付加

保険料を納付していたものと認められる。 



宮城国民年金 事案 1658 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 51 年 10 月から同年 12 月までの付加保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要

である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：   

生 年 月 日 ： 昭和 28 年生 

住    所 ：   

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 51 年 10 月から同年 12 月まで 

私は、昭和 49 年５月に、結婚を契機として夫と共に国民年金に加入

し、付加保険料も納付することにした。申立期間の保険料は、付加保険

料を含む納付書で、私が夫婦二人分を納付したにもかかわらず、付加保

険料の納付記録が無いが、この期間だけ、納付金額を訂正して納付する

ことは考えられないので調査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録により、申立人及びその夫の前後の国民年金手帳記号番

号の任意加入被保険者の資格取得年月日から、申立人及びその夫は、申立

てどおり、昭和 49 年５月頃に国民年金の加入手続を行ったものと推認で

きる上、申立人及びその夫が所持する国民年金手帳は、同年５月 30 日に

発行され、当該手帳には、同日に付加保険料を納付する者となった旨の記

載が確認できる。 

また、申立人及びその夫は、昭和 49 年４月以降、国民年金被保険者資

格を喪失する 59 年４月 23 日までの期間の定額保険料に未納は無く、付加

保険料を納付する者となった 49 年５月以降の付加保険料は、申立期間を

除き全て納付しており、申立人の納付意識の高さがうかがえる。 

さらに、申立期間の前後の定額保険料及び付加保険料は全て納付済みと

されているところ、納付意識の高い申立人が、年度途中である３か月の付

加保険料のみを納付しなかったとは考え難い。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の付加

保険料を納付していたものと認められる。 



宮城国民年金 事案 1668 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち昭和 46 年４月から同年６月までの国民年金

保険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を

訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：   

生 年 月 日 ： 昭和 21 年生 

住    所 ：   

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 46 年４月から同年６月まで 

② 昭和 46 年７月から 50 年３月まで 

③ 昭和 50 年４月から同年９月まで 

国民年金保険料の納付記録を照会したところ、昭和 46 年４月から同

年６月までの期間が保険料還付に伴い未加入期間、同年７月から 50 年

３月までの期間が未加入期間、そして同年４月から９月までの期間が未

納期間にされていた。 

保険料の還付金を受け取った記憶は無く、当時、専業主婦として生活

していたので、国民年金に加入していなかったとは考えられない上、い

ずれの期間も保険料を納付していたと思うので、申立期間について、国

民年金保険料の納付済期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①について、Ａ市の国民年金被保険者名簿（マイクロフィル

ム）によれば、昭和 50 年 10 月頃、46 年４月１日に遡って被保険者資格

を喪失し、50 年４月１日に同資格を再取得する手続が行われたことによ

って、納付済みとされていた当該期間の保険料が還付されたと認められる

ところ、当該期間は国民年金の強制被保険者となる期間であり、保険料が

還付される前は納付済期間となっていたことから、この期間については納

付済期間とする必要がある。 

申立期間②について、上記資格喪失手続により未加入期間となっている

上、当該期間の保険料が還付された記録が確認できないことから、保険料

が納付されていなかったものと考えられる。 



申立期間③について、上記被保険者名簿によれば、昭和 50 年４月１日

付けで被保険者資格を再取得した後の保険料の納付記録が確認できない上、

52 年 11 月 21 日にＡ市役所に来庁した申立人に対し、50 年 10 月以降の納

付書を交付したとする記録があるところ、同年 10 月から 52 年３月までの

保険料が、同年 11 月 28 日に過年度納付されていることから、その時点で、

申立期間③は時効で納付することができない期間となる。 

このほか、申立人は、国民年金の加入手続や保険料の納付時期等の記憶

は定かではない上、申立人が申立期間②及び③に係る保険料を納付してい

たことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立人が

申立期間②及び③の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も

見当たらない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、

昭和 46 年４月から同年６月までの国民年金保険料を納付していたものと

認められる。 



宮城厚生年金 事案 2715 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、その主張する標準賞与

額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたと認め

られることから、申立人の株式会社Ａにおける申立期間の標準賞与額に係

る記録を 39 万 2,000 円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：   

生 年 月 日 ： 昭和 42 年生 

住    所 ：   

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 16 年 12 月 15 日 

申立期間について、勤務していた株式会社Ａから支給されていた賞与

に係る記録が確認できないが、私が所持している賞与明細書及び申立て

に係る賞与が振り込まれた口座の銀行預金通帳のとおり、賞与が支給さ

れ、厚生年金保険料が控除されていたので、申立期間における賞与記録

を認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人から提出された賞与明細書及び申立てに係る賞与が振り込まれた

口座の銀行預金通帳により、申立人は、申立期間について 39 万 2,000 円

の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されて

いたことが認められる。 

なお、申立人の申立期間に係る保険料の事業主による納付義務の履行に

ついては、株式会社Ａは既に解散しており、元代表取締役に照会しても回

答が無く、破産管財人も確認できる資料は無い旨回答しているが、申立期

間当時、同社において経理部門を担当していた元取締役は、「申立期間に

おける夏、冬の賞与から厚生年金保険料を控除していたが、社会保険事務

所（当時）には賞与に係る届出をしておらず、賞与から控除した厚生年金

保険料も納付していなかった。」と述べていることから、社会保険事務所

は、申立人の主張する申立期間に係る標準賞与額に基づく保険料について

納入の告知を行っておらず、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基

づく厚生年金保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



宮城厚生年金 事案 2718 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間のうち、平成６年３月 31 日から同年 12 月１日までの

期間について、申立人の有限会社Ａにおける厚生年金保険被保険者資格喪

失日は、同年 12 月１日であると認められることから、当該期間における

資格喪失日に係る記録を訂正することが必要である。 

なお、当該期間の標準報酬月額については、平成６年３月から同年９月

までは 15 万円、同年 10 月及び同年 11 月は 11 万 8,000 円とすることが妥

当である。 

申立人の申立期間のうち、平成６年 12 月１日から同年 12 月 18 日まで

の期間について、申立人の有限会社Ａにおける厚生年金保険被保険者資格

喪失日は、同年 12 月 18 日であると認められることから、当該期間におけ

る資格喪失日に係る記録を、前述の同年 12 月１日から同年 12 月 18 日に

訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：   

    生 年 月 日 ： 昭和 42 年生 

    住    所 ：   

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成６年３月 31 日から同年 12 月 18 日まで 

年金記録を照会したところ、有限会社Ａ（実際の勤務は、Ｂ事業所）

に勤務していた期間のうち、申立期間の厚生年金保険の記録が無いこと

が分かった。同社には平成６年 12 月 17 日まで勤務し、厚生年金保険に

加入していたので、被保険者資格喪失日に係る記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間のうち、平成６年３月 31 日から同年 12 月１日までの期間につ

いては、申立人の雇用保険の加入記録により、申立人は、Ｂ事業所に勤務

していたことが確認できる。 

また、Ｂ事業所の事業主は、「当事業所は、厚生年金保険の適用事業所

となっていなかったため、当事業所の従業員が厚生年金保険への加入を希

望する場合、給与から厚生年金保険料を控除し、私の母が経営する有限会

社Ａにおいて厚生年金保険に加入させていた。」と述べているところ、同



僚から提出された給与明細書、及びオンライン記録によれば、当該同僚は、

Ｂ事業所の事業主により給与から厚生年金保険料を控除され、有限会社Ａ

において厚生年金保険被保険者となっていたことが確認できる上、申立人

を含む複数の同僚も同社において厚生年金保険被保険者となっていたこと

が確認できる。 

一方、オンライン記録によれば、申立人の有限会社Ａにおける厚生年金

保険被保険者資格喪失日は、当初、平成６年 12 月１日と記録されていた

ところ、同社が厚生年金保険の適用事業所ではなくなった日（平成６年

12 月 26 日）の後の７年１月４日付けで、６年３月 31 日に遡及して訂正

され、それに伴い同年 10 月１日付けの標準報酬月額の定時決定に係る記

録（11 万 8,000 円）も取り消されていることが確認できるほか、他の同

僚 14 人についても、申立人と同様に、７年１月４日付けで、当初記録さ

れていたそれぞれの資格喪失日が６年３月 31 日に遡及して訂正されてい

ることが確認できる。 

これらを総合的に判断すると、社会保険事務所（当時）において、申立

人の資格喪失日の訂正処理を行う合理的な理由は見当たらず、当該資格喪

失日に係る有効な記録訂正があったとは認められないことから、申立人の

有限会社Ａにおける資格喪失日は、事業主が社会保険事務所に当初届け出

た平成６年 12 月１日であると認められる。 

なお、申立期間の標準報酬月額については、申立人の有限会社Ａにおけ

る平成６年２月のオンライン記録及び事業主が同年 10 月１日付けで社会

保険事務所に届け出た取消し前の定時決定の記録から、同年３月から同年

９月までは 15 万円、同年 10 月及び同年 11 月は 11 万 8,000 円とすること

が妥当である。 

申立期間のうち、平成６年 12 月１日から同年 12 月 18 日までの期間に

ついては、前述の雇用保険の加入記録及び同僚の証言により、申立人は、

前述の資格喪失日の後の同年 12 月 17 日まで継続してＢ事業所に勤務して

いたことが確認でき、当初記録されていた同年 12 月１日に被保険者資格

を喪失する理由は見当たらない。 

これらを総合的に判断すると、申立人は、平成６年 12 月１日から同年

12 月 17 日までの期間においても厚生年金保険被保険者であったと認めら

れることから、申立人の有限会社Ａにおける資格喪失日を、前述の同年

12 月１日から申立人の雇用保険の離職日の翌日である同年 12 月 18 日に

訂正することが必要であると認められる。 



宮城厚生年金 事案 2719 

 

第１ 委員会の結論 

事業主が社会保険事務所（当時）に届け出た標準報酬月額は、申立人が

主張する標準報酬月額（15 万円）であったと認められることから、申立

人の申立期間に係る標準報酬月額の記録を 15 万円に訂正することが必要

である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：   

    生 年 月 日 ： 昭和 22 年生 

    住    所 ：   

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 52 年 10 月１日から 53 年 10 月１日まで 

厚生年金保険被保険者記録を確認したところ、Ａ株式会社に勤務して

いた期間のうち、昭和 52 年 10 月から 53 年９月までの標準報酬月額が、

大幅に低くなっていることが分かった。 

当時は月給制であり、６万円という金額はおかしいと思うので、標準

報酬月額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間の厚生年金保険制度における標準報酬月額の定時決定について

は、毎年５月から７月までの３か月間に支払われた報酬の平均月額に該当

する標準報酬月額の等級を、当該年の 10 月から適用することとされ、ま

た、随時改定については、昇給などにより固定的賃金が変動した場合に、

変動月以後３か月間に支払われた報酬の平均月額に該当する標準報酬月額

の等級が従来の標準報酬月額の等級と比較して２等級以上変動したときに

行うこととされており、毎年８月から 10 月までの期間に随時改定が行わ

れる被保険者については、当該年の定時決定は行わないこととされている。 

オンライン記録によると、申立人の標準報酬月額は、昭和 52 年８月１

日は 25 等級（15 万円）とされているところ、申立期間に係る同年 10 月

１日において、15 等級低い 10 等級（６万円）となり、申立期間直後の 53

年 10 月１日には、16 等級高い 26 等級（16 万円）となっており、52 年８

月に随時改定が行われ、同年の定時決定は制度上行われないことから、同

年 10 月の標準報酬月額の変更の記録は随時改定によるものとなり、申立



人の同年７月から同年９月までに支払われた報酬の平均月額が、標準報酬

月額６万円に相当する額であったこととなる。 

しかしながら、前述のとおり、申立人の標準報酬月額は、前後の期間と

比較して申立期間のみが著しく低くなっている上、Ａ株式会社において、

昭和 52 年 10 月１日に標準報酬月額が決定又は改定されている者について

標準報酬月額の推移を調査したところ、２等級以上低い標準報酬月額に変

更されている被保険者は申立人のみであることが確認できる。 

また、申立期間当時、当該事業所において総務・経理事務を担当してい

た同僚は、申立期間及びその前後を通じて申立人の担当職務に変更は無か

った旨証言している。 

さらに、申立人の説明及び同僚の証言から、申立人の職務においては、

歩合給等の月によって大幅に変動する賃金は無かったと考えられる。 

加えて、随時改定の算定基礎となる３か月間については、各月とも、報

酬支払の基礎となった日数が 20 日以上でなければならなかったことを踏

まえると、申立人の昭和 52 年７月から同年９月までに支払われた報酬の

平均月額が従前と比べて大幅に減額したとする合理的な理由は見当たらず、

申立人に係る同年 10 月の随時改定が行われるべき事情は認められない。 

一方、当該事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票において、

申立人の次の被保険者（整理番号 45）の標準報酬月額は、昭和 52 年 10

月１日に６万円で定時決定されており、さらにその次の被保険者（整理番

号 47）は、同日に 14 万 2,000 円で定時決定されているところ、整理番号

45 の被保険者原票には、一度 14 万 2,000 円と記載されたものが、後から

６万円に訂正されている形跡がみられる。当該訂正前の記載は、被保険者

原票を取り違えたことにより、整理番号 47 に係る標準報酬月額を、整理

番号 45 の被保険者原票に誤って記載したものと考えられ、申立人の被保

険者原票においても、整理番号 45 に係る標準報酬月額の定時決定が誤っ

て記載された可能性も否定できない。 

なお、上記被保険者原票の記載について、年金事務所は、「事務処理誤

りが推測されるが、処理については特定できない。」と回答している。 

これらを総合的に判断すると、社会保険事務所において、申立人の次の

被保険者に係る定時決定の標準報酬月額を、本来定時決定が行われない申

立人の被保険者原票に誤って記載したと考えるのが自然であり、事業主か

ら申立人に係る昭和 52 年 10 月１日付けの報酬月額変更届が行われたもの

とは認められない。 

したがって、申立期間の標準報酬月額については、申立人の昭和 52 年

８月の記録から、15 万円とすることが必要である。 



宮城国民年金 事案 1656 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 58 年４月から 60 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：   

生 年 月 日 ： 昭和 28 年生 

住    所 ：   

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 58 年４月から 60 年３月まで 

納付方法等については、はっきり覚えていないが、申立期間の国民年

金保険料を自分で納付しており、滞納した記憶は無い。 

申立期間について、国民年金保険料が未納とされていることに納得で

きないので、調査の上、年金記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ市の申立人に係る国民年金被保険者名簿、及びオンライン記録による

と、申立人が国民年金被保険者資格を取得した昭和 57 年 12 月から平成

13 年３月までの期間については、申立人及びその元夫の国民年金保険料

の納付年月日は全て一致していることから、夫婦一緒に保険料を納付して

いたものと推認できるところ、申立期間は申立人の元夫も未納とされてい

ることが確認できる。 

また、オンライン記録によると、申立期間直後の昭和 60 年度分の国民

年金保険料は過年度納付していることが確認できるところ、昭和 60 年４

月から同年６月までの期間の保険料は、62 年４月 10 日に納付されており、

当該納付時点において、申立期間の大半は時効により納付できないものと

なっている。 

さらに、申立人は、申立期間における国民年金保険料の納付方法等につ

いての記憶が定かではなく、その納付状況が不明である。 

このほか、申立期間に係る国民年金保険料を納付していたことを示す関

連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付

していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間に係る国民年金保険料を納付していたものと

認めることはできない。 



宮城国民年金 事案 1659 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 45 年 10 月から 48 年６月までの付加保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：   

生 年 月 日 ： 昭和 24 年生 

住    所 ：   

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 45 年 10 月から 48 年６月まで 

私は、昭和 45 年 10 月に国民年金の加入手続を行った際、付加年金の

説明を受け、付加保険料を納付することにした。国民年金加入期間中は

定額保険料と付加保険料を納付していたはずであるので、申立期間の付

加保険料を納付していたことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、国民年金に加入して以来、定額保険料と付加保険料を納付し

ていたはずであると主張しているところ、Ａ市の国民年金被保険者名簿に

よれば、申立人は、農業者年金に加入したことにより、昭和 48 年７月２

日に付加納付被保険者資格を取得したことが確認できる上、同名簿の補記

欄に、同年７月から同年 12 月までの期間に係る付加保険料の納付書を同

年 11 月 19 日に発行した旨の記載が確認できることから、申立期間は付加

年金の未加入期間として取り扱われており、付加保険料を納付することが

できなかったものと考えられる。 

また、申立人がＡ市からＢ市に転出する際、Ａ市が発行した国民年金保

険料納付状況等証明書（昭和 52 年 11 月 10 日付け）によれば、付加年金

について、昭和 48 年７月２日加入と記載されており、申立人が所持する

国民年金手帳の記録欄にも同様の記載が確認できる。 

さらに、申立期間の付加保険料を納付していたことを示す関連資料（家

計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の付加保険料を納付してい

たことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の付加保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



宮城国民年金 事案 1660 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 51 年７月から 53 年１月までの期間、57 年１月、同年 10

月から 58 年６月までの期間、62 年１月、同年４月から同年 11 月までの

期間、平成元年１月から同年７月までの期間、２年２月から同年６月まで

の期間、３年 10 月及び同年 11 月の国民年金保険料については、納付して

いたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：   

生 年 月 日 ： 昭和 26 年生 

住    所 ：   

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 51 年７月から 53 年１月まで 

             ② 昭和 57 年１月 

③ 昭和 57 年 10 月から 58 年６月まで 

             ④ 昭和 62 年１月 

             ⑤ 昭和 62 年４月から同年 11 月まで 

             ⑥ 平成元年１月から同年７月まで 

             ⑦ 平成２年２月から同年６月まで 

             ⑧ 平成３年 10 月及び同年 11 月 

私は、会社を退職した都度、国民年金の加入手続と毎月の国民年金保

険料の納付を申立期間①についてはＡ市役所で、申立期間②から⑧まで

についてはＢ県Ｃ市役所でそれぞれ行っていたので、各申立期間が未納

とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

国民年金手帳記号番号払出簿によると、申立人の国民年金手帳記号番号

は、Ａ市において、昭和 51 年９月 22 日に払い出されていることが確認で

きる。 

申立期間①について、Ａ市が作成した申立人に係る国民年金被保険者名

簿によると、昭和 51 年３月から同年６月までの国民年金保険料は同年８

月に納付されていることは確認できるが、申立期間①は未納期間とされて

いる上、当該記録は、オンライン記録及び国民年金被保険者台帳における



納付記録と合致している。 

また、申立人は、Ａ市役所で毎月、国民年金保険料を納付したとしてい

るところ、Ａ市は、申立期間①当時の国民年金保険料の納付方法は、３か

月ごとの納付であったとしており、申立人の主張と相違している。 

申立期間②から⑧までについて、申立人は、昭和 57 年１月 31 日にＡ市

からＢ県Ｃ市に転居し、Ｃ市役所において、国民年金への加入手続と国民

年金保険料の納付をそれぞれ行ったとしているところ、オンライン記録に

よると、当該期間に係る国民年金被保険者資格の取得及び喪失の記録は、

平成８年 10 月８日にまとめて追加されたことが確認できることから、そ

の時点では、当該期間の国民年金保険料は時効により納付することができ

ない。 

また、申立人に対して別の国民年金手帳記号番号が払い出されていたこ

とをうかがわせる事情は見当たらない。 

なお、申立人は、平成 18 年１月 20 日にＤ社会保険事務所（当時）にお

いて、「制度共通年金見込額照会回答票」の交付を受けた際に、各申立期

間について、国民年金の記録が欠落している旨の説明は無かったとしてい

るところ、当該回答票によると、申立人の老齢基礎年金見込額の試算にお

いて、各申立期間は保険料納付済期間とはされていない。 

このほか、申立人が各申立期間の国民年金保険料を納付していたことを

示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに保険料を納付して

いたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が各申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認

めることはできない。 



宮城国民年金 事案 1661 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 49 年８月から 50 年２月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

  氏    名 ： 男 

  基礎年金番号 ：   

  生 年 月 日 ： 昭和 28 年生 

  住    所 ：   

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 49 年８月から 50 年２月まで 

会社を退職した際、Ａ郡Ｂ町（現在は、Ｃ市）で父親が国民年金の加

入手続を行い、国民年金保険料をＢ町役場（当時）で納付してくれてい

た。 

申立期間を国民年金保険料の納付済期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間当時に父親が国民年金の加入手続を行い、国民年金

保険料を納付していたと述べているが、父親が加入手続をしたとする昭和

49 年当時、国民年金に加入した場合には、社会保険事務所（当時）から

国民年金手帳記号番号が払い出されることとなるところ、申立人に対して

同手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情は見当たらな

い。 

また、申立人が申立期間当時居住していたＢ町及び申立人の現住所のあ

るＤ町では、申立人に係る国民年金被保険者名簿等の記録について、存在

しない旨回答していることから、申立期間は未加入期間として取り扱われ、

国民年金保険料を納付することはできなかったものと考えられる。 

さらに、申立期間の国民年金保険料を納付していたとする父親は既に死

亡しており、申立人自身は保険料の納付に関与していないことから、当時

の保険料の納付状況等は不明である上、申立人の父親が保険料を納付して

いたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに保険料

を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



宮城国民年金 事案 1662 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 44 年１月から 47 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：   

    生 年 月 日 ： 昭和 14 年生 

    住    所 ：   

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 44 年１月から 47 年３月まで 

私は、婚姻届を提出した昭和 44 年１月頃に、Ａ市職員が自宅に来て

国民年金への加入を勧められたので、夫婦で加入し、半年から１年間分

の国民年金保険料として１万円を超える金額を納付したことを記憶して

いる。その後も集金に来ていた同市職員に保険料を納付したはずである。 

申立期間を国民年金保険料の納付済期間と認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、婚姻後の昭和 44 年１月頃に、Ａ市職員の勧めで、夫婦で国

民年金へ加入し、国民年金保険料を同市職員に納付したと述べているとこ

ろ、国民年金手帳記号番号払出簿によれば、申立人の手帳記号番号は、Ａ

市で 47 年９月 30 日に夫婦連番で払い出されており、申立人の国民年金へ

の加入手続はこの頃に行われ、36 年４月１日に遡り国民年金被保険者資

格を取得したものと考えられるが、加入手続を行ったとみられる時点にお

いて、申立期間の一部の期間は時効により保険料を納付できなかったもの

と考えられる。 

また、申立期間のうち一部の期間は過年度納付が可能であるが、申立人

から聴取しても、申立期間当時の記憶が定かではなく、申立期間の一部の

保険料を過年度納付していた事情はうかがえない。 

さらに、申立人が当時居住していたＡ市に照会したものの、同市から申

立人が申立期間に係る保険料を納付していたことをうかがわせる関連資料

等は得られなかった。 

加えて、申立人及びその妻の国民年金被保険者台帳（マイクロフィル

ム）並びにＡ市の国民年金被保険者名簿において、申立期間は未納とされ



ており、当該期間の保険料を過年度納付したことをうかがわせる形跡も見

当たらない。 

その上、申立人に対して別の国民年金手帳記号番号が払い出されたこと

をうかがわせる事情は見当たらない上、申立人及びその妻が、申立期間の

国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書

等）は無く、ほかに保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も

見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



宮城国民年金 事案 1663 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 44 年３月及び同年４月、同年６月、45 年９月、46 年２月

及び同年３月、47 年８月、48 年３月から同年９月までの期間、49 年６月、

同年 12 月及び 50 年１月、同年８月、51 年１月、52 年１月から同年９月

までの期間、54 年 12 月並びに 58 年６月から 59 年４月までの期間の国民

年金保険料については、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：   

    生 年 月 日 ： 昭和 23 年生 

    住    所 ：   

   

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 44 年３月及び同年４月 

             ② 昭和 44 年６月 

             ③ 昭和 45 年９月 

             ④ 昭和 46 年２月及び同年３月 

             ⑤ 昭和 47 年８月 

             ⑥ 昭和 48 年３月から同年９月まで 

             ⑦ 昭和 49 年６月 

             ⑧ 昭和 49 年 12 月及び 50 年１月 

             ⑨ 昭和 50 年８月 

⑩ 昭和 51 年１月 

             ⑪ 昭和 52 年１月から同年９月まで 

             ⑫ 昭和 54 年 12 月 

⑬ 昭和 58 年６月から 59 年４月まで 

私は船員をしていたので、申立期間の国民年金の加入手続については、

母親と妻がしてくれた。 

昭和 44 年度から 49 年度までの分の国民年金保険料については、納付

が遅れていた保険料の納付書が届いたので、母親がＡ市役所Ｂ支所で保

険料を納付してくれたが、50 年度以降については、妻が同支所で保険

料を納付してくれた。 

申立期間を国民年金保険料の納付済期間として認めてほしい。 

 



第３ 委員会の判断の理由 

Ａ市の国民年金被保険者記録票（電子データ）によれば、申立人の国民

年金被保険者資格の取得年月日は、昭和 63 年３月 31 日とされていること

が確認できるとともに、申立期間に係る加入記録が無い上、申立人に対し

て別の国民年金手帳記号番号が払い出された事情も見当たらないことから、

申立期間は未加入期間として取り扱われており、国民年金保険料を納付す

ることはできなかったものと考えられる。 

また、申立人は、母親が昭和 50 年５月頃まで、申立期間のうち、船員

保険に加入していない 44 年３月から 50 年１月までの期間の国民年金保険

料を納付していたと主張しているところ、申立人の母親によれば、｢国民

年金の加入手続をした記憶は無い。｣と述べている。 

さらに、本申立ては 13 の期間にわたり、合計 40 か月に及んでいるが、

これだけの期間及び月数について国民年金被保険者資格取得届等の事務処

理を関係行政機関が誤るとは考え難い上、申立人の母親及び妻が申立期間

の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確定申告

書等）は無く、ほかに申立期間の国民年金保険料を納付していたことをう

かがわせる事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



宮城国民年金 事案 1664 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 60 年８月から 61 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：   

    生 年 月 日 ： 昭和 15 年生 

    住    所 ：   

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 60 年８月から 61 年３月まで 

私は、昭和 59 年６月にＡ市からＢ町（現在は、Ｃ市）へ転入してか

らは、同町の担当者が国民年金保険料を集金に来たので、妻が夫婦二人

分の保険料を納付していた。 

申立期間について、妻の記録が国民年金保険料の納付済期間とされて

いるのに、私の記録は国民年金の被保険者資格を喪失して未納とされて

いることに納得できない。 

私は、国民年金保険料の納付を継続していたので、申立期間を保険料

の納付済期間と認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録によれば、昭和 60 年８月１日に国民年金任意加入被保

険者資格を喪失してから、61 年４月１日に国民年金第１号被保険者資格

を取得するまでの期間は、国民年金の未加入期間として取り扱われている。 

また、申立人は、妻が夫婦二人分の国民年金保険料を納付しており、申

立期間は妻の記録が納付済みとなっていると主張しているところ、オンラ

イン記録によれば、妻については、昭和 60 年７月１日に任意加入被保険

者資格を喪失したところ、61 年６月６日付けでその喪失記録が取り消さ

れたことから、申立期間が加入期間となり、その後に、60 年 12 月を除き、

申立期間の保険料が過年度納付されていることが確認できる一方、申立人

については、前述のとおり、申立期間が未加入期間として取り扱われてい

たことから、妻と同様には過年度納付することはできなかったものと考え

られる。 

さらに、申立期間直前に当たる昭和 60 年６月及び同年７月の国民年金



保険料は、納付した記録が確認され、62 年３月５日に未納から納付済み

へと訂正されているが、この点からも、当時、申立期間の保険料を納付し

た記録は確認できなかったものと推認される。 

加えて、申立人に別の国民年金手帳記号番号が払い出されていたことを

うかがわせる事情も見当たらない上、申立人の妻が申立期間の国民年金保

険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、

ほかに申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見

当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



宮城国民年金 事案 1665（事案 1115 の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 41 年７月から 48 年６月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

  氏    名 ： 男 

  基礎年金番号 ：   

  生 年 月 日 ： 昭和 21 年生 

  住    所 ：   

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 41 年７月から 48 年６月まで 

大学在学中、20 歳になったのを契機に国民年金に加入できることを

母が知り、国民年金の加入手続を行い国民年金保険料を納付してくれて

いた。また、その都度納付済みの領収書を見せてくれたことを覚えてい

る。 

領収書は保管していないが、申立期間の保険料が未納とされているこ

とに納得できない。 

先般の第三者委員会に年金記録の訂正を求めた際に不明だった、国民

年金加入時の住所、支払を行った金融機関名及び任意加入当時の国民年

金手帳記号番号が判明したので、再調査を依頼する。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間に係る申立てについては、ⅰ）国民年金手帳記号番号払出簿に

よれば、申立人の手帳記号番号は昭和 50 年９月 25 日に払い出されており、

その時点では、41 年７月から 48 年６月までの期間は、時効により納付で

きない期間である上、別の手帳記号番号が払い出されていたことをうかが

わせる事情も見当たらないこと、ⅱ）申立人の母親は既に亡くなっている

ことから、当時の状況が不明である上、申立期間のうち、41 年７月から

48 年６月までの保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見

当たらないこと、ⅲ)申立人の母親が申立期間の国民年金保険料を納付し

ていたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立

期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない

こと等から、既に当委員会の決定に基づく平成 22 年５月 14 日付け年金記

録の訂正は必要でないとする通知が行われている。 



今回、申立人は、先般の第三者委員会に年金記録の訂正を求めた際に不

明だった、加入時の住所地、支払を行った金融機関名が判明したので、任

意加入当時の国民年金手帳記号番号ともども知らせるとして、再申立てを

行っているが、申立人が申立期間に居住していたＡ市では、申立期間当時

は、支払を行ったとする金融機関はＡ市の歳入代理店に指定されておらず、

国民年金保険料を納付書又は口座振替により納付することはできなかった

と回答しており、現年度の国民年金保険料を当該金融機関で納付すること

はできなかったものと考えられる。 

また、今回申立人が指摘している任意加入当時の国民年金手帳記号番号

は既に当委員会が当初の判断において確認済みの国民年金手帳記号番号と

同一のものを意味しており、同記号番号は前述のとおり、昭和 50 年９月

25 日に払い出されたものであることが確認できることから、この時点に

おいては、申立期間の保険料は、時効により納付することができなかった

ものと考えられる。 

再申立てに当たり、申立人から申立期間の国民年金保険料を納付してい

たことをうかがわせる新たな資料等の提出は無く、そのほかに委員会の当

初の決定を変更すべき事情は見当たらないことから、申立人は、申立期間

の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



宮城国民年金 事案 1666 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成７年１月から同年７月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：   

    生 年 月 日 ： 昭和 43 年生 

    住    所 ：   

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成７年１月から同年７月まで 

私は会社を退職した翌月の平成７年１月頃、国民健康保険に加入する

ため、母親と一緒に区役所に行ったが、その際に国民年金の加入手続も

行った。また、国民年金保険料については、加入手続直後から再就職を

した同年８月頃まで母親にお金を渡して納付してもらった。 

    申立期間を国民年金保険料の納付済期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、会社を退職した翌月の平成７年１月頃に国民年金の加入手続

を行い、国民年金保険料についてはその直後から母親に依頼して納付した

と述べており、申立人の母親も申立人が再就職する前までに納付したと述

べているところ、Ａ市の国民年金被保険者名簿（電子データ）によれば、

申立人の国民年金被保険者資格取得日（平成７年１月１日）及び同資格喪

失日（平成７年８月７日）は、同年８月 23 日に入力処理されたものであ

ることが確認できる。したがって、国民年金の加入手続は申立人が再就職

により厚生年金保険被保険者資格を取得した同年８月７日以降に行われた

ものであると考えられ、加入手続が行われるよりも前に納付書が発行され

ていたとは考え難く、申立人の母親は再就職前に保険料を納付することは

できなかったものと考えられる。 

また、上記被保険者名簿（電子データ）によれば、申立期間の国民年金

保険料は未納と記録されている上、オンライン記録によれば、平成８年

11 月６日に申立期間に係る過年度納付書が発行されていることが確認で

きることから、少なくとも当該時点までは申立期間の一部又は全ての期間

の国民年金保険料が未納であったと考えられる。 



さらに、オンライン記録によれば、申立人の母親は、申立期間が未納で

あるほか、他の期間にも未納期間がみられることから、母親の国民年金に

対する意識が特に高かったとも言い難い。 

加えて、申立人に対して別の国民年金手帳記号番号が払い出されていた

ことをうかがわせる事情は見当たらない上、申立人の母親が申立期間の国

民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書

等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる

周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



宮城国民年金 事案 1667 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 48 年４月から 52 年４月までの期間、55 年 10 月から 56

年３月までの期間及び 58 年４月から 62 年６月までの期間の国民年金保険

料については、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：   

生 年 月 日 ： 昭和 25 年生 

住    所 ：   

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 48 年４月から 52 年４月まで 

          ② 昭和 55 年 10 月から 56 年３月まで 

             ③ 昭和 58 年４月から 62 年６月まで 

申立期間①は、昭和 48 年３月に大学を卒業した後の期間であり、国

民年金保険料は父親が納付していた。 

また、昭和 50 年 11 月に結婚のためＡ県Ｂ市へ転居した後は、元夫が

国民年金保険料を納付していた。 

申立期間②は、元夫と別居していたので、私が国民年金保険料を納付

していた。 

申立期間③は、昭和 57 年３月に離婚してＣ県Ｄ市の実家に転居して

おり、国民年金保険料は、私がＤ市Ｅ支所で納付していた。 

申立期間を国民年金保険料の納付済期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①のうち、婚姻のため昭和 50 年 11 月にＡ県Ｂ市に転居する前

の期間について、申立人は、父親が申立人の国民年金の加入手続を行い、

国民年金保険料を納付していたと述べているが、国民年金手帳記号番号払

出簿によれば、申立人の国民年金手帳記号番号は、婚姻後の 52 年６月 11

日にＡ県Ｂ市で払い出されていることが確認でき、申立人に対して別の国

民年金手帳記号番号が払い出されたことをうかがわせる事情は見当たらな

いことから、申立人の国民年金の加入手続は、婚姻後にＡ県Ｂ市で初めて

行われたものと考えられ、申立人の父親が申立人の婚姻前の保険料を納付

していたとは考えにくい。 



また、申立人の父親は、既に死亡しており事情を聴取することができな

いため、国民年金の加入手続及び保険料の納付状況等が不明である。 

申立期間①のうち、婚姻後の期間について、申立人は、元夫が国民年金

保険料を納付していたと述べているが、申立人が所持する年金手帳２冊の

うち、最初に交付されたと考えられる年金手帳の国民年金の初めて被保険

者となった日は「昭和 52 年５月 21 日」と記載されている上、国民年金の

記録欄の被保険者となった日にも「昭和 52 年５月 21 日」、被保険者の種

別には「任」と記載されていることを踏まえると、加入当初は、昭和 52

年５月 21 日に任意加入被保険者として国民年金被保険者資格を取得した

ものと推認され、その後、時期は不明ながら現在のオンライン記録にある

国民年金強制加入被保険者への種別変更と 48 年４月１日に遡った被保険

者資格取得日の訂正が行われたものと考えられる。 

このため、申立人は、申立期間直後の昭和 52 年５月 21 日に初めて国民

年金被保険者となったものと考えられることから、申立期間①は、当時、

未加入期間として取り扱われていた可能性が高く、保険料を納付すること

はできなかったものと考えられる。 

なお、昭和 58 年 11 月９日現在のＡ県Ｂ市年度別納付状況リストによれ

ば、申立期間①の国民年金保険料は未納とされている。 

申立期間②について、申立人は自ら国民年金保険料を納付していたと述

べているが、申立人の主張のほかには保険料が納付されたことをうかがわ

せるような状況も見当たらず、上記リストやＤ市の国民年金被保険者名簿

（電子データ）においても未納とされている。 

申立期間③について、申立人は、離婚してＣ県Ｄ市の実家に転居したた

め、国民年金保険料は自身がＤ市Ｅ支所で納付していたと述べているが、

Ｄ市の国民年金被保険者名簿（電子データ）によれば、申立人の国民年金

被保険者の資格取得日（昭和 48 年４月１日）の入力処理が、平成元年８

月 31 日に職権転入を事由に行われていることが確認できるところ、Ｄ市

では、職権転入は社会保険事務所（当時）より転入事実調査票を受け取り、

国民年金の処理をしたことを意味すると回答していることから、上記入力

処理が行われる以前は、Ｄ市では、申立人の国民年金の手続は行われてい

なかったものと考えられる。 

このため、申立人に対して申立期間③に係る納付書が発行されたとは考

え難く、申立人は、申立期間③の保険料を納付することはできなかったも

のと考えられる。 

また、オンライン記録及びＤ市の上記名簿（電子データ）によれば、申

立期間③直後の昭和 62 年７月以降の保険料が納付されていることを踏ま

えると、申立人は、Ｄ市において資格取得処理が行われた平成元年８月

31 日の時点で納付が可能であった申立期間③直後の昭和 62 年７月以降の



保険料から納付を始めたと考えるのが自然である。 

さらに、申立人、その父親及び元夫が各申立期間の国民年金保険料を納

付していたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに

各申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当た

らない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が各申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認

めることはできない。 



宮城厚生年金 事案 2716 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：   

生 年 月 日 ： 昭和 25 年生 

住    所 ：   

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成８年７月から同年 11 月 25 日まで 

私は、平成８年４月に有限会社Ａを設立登記し、同年７月から私の厚

生年金保険料として、事業主の私が振り出した小切手をＢ社会保険事務

所（当時）に持参して納付したので、申立期間を厚生年金保険の加入期

間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録によると、有限会社Ａが厚生年金保険の適用事業所とな

ったのは平成８年 11 月 25 日からであり、申立期間は適用事業所となって

いない。 

また、申立人は、自分を事業主として平成８年４月に当該事業所を設立

登記したとしているが、商業登記簿によると、当該事業所は同年 10 月 14

日に成立し、同日に登記されたことが確認でき、申立人の主張と相違する。 

さらに、申立人は、当該事業所における申立期間の厚生年金保険加入者

は事業主である自分のみであったとしているところ、申立期間のうち、平

成８年７月から同年 10 月 13 日までの期間は、上記のとおり当該事業所が

法人になる前であり、個人事業主としての申立人は、厚生年金保険法第９

条に定める「被保険者」に該当しないことから、当該期間は厚生年金保険

の被保険者とはなり得ない。 

加えて、申立人は、Ｃ金融機関（現在は、Ｄ金融機関）Ｅ支店に当座預

金口座を開設し、申立期間に係る自分の厚生年金保険料として、事業主の

自分が振り出した小切手をＢ社会保険事務所に持参して納付したとしてい

るが、Ｄ金融機関Ｅ支店では、当時の当座預金記録は保存期限経過のため

確認できない旨回答している。 



このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料を事業主により給

与から控除されていたことを確認できる関連資料及び周辺事情は見当たら

ない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



宮城厚生年金 事案 2717 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：   

    生 年 月 日 ： 昭和 15 年生 

    住    所 ：   

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 31 年７月１日から 34 年 10 月 25 日まで 

平成 23 年９月頃に年金記録確認第三者委員会から同僚の年金記録に

ついて照会があり、私も脱退手当金を受け取っていないことに気付いた。 

申立期間について、脱退手当金の支給記録を訂正し、厚生年金保険の

被保険者期間と認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間の脱退手当金は、厚生年金保険被保険者資格喪失日（昭和 34

年 10 月 25 日）から約３か月後の昭和 35 年１月 23 日に支給決定がなされ

ている上、支給額に計算上の誤りが無いなど、一連の事務処理に不自然さ

はうかがえない。 

また、Ａ株式会社の健康保険厚生年金保険被保険者名簿に記載された

90 名のうち、申立人を含め脱退手当金の受給要件を満たしている 11 名に

ついて脱退手当金の支給記録を確認したところ、９名に脱退手当金の支給

記録があり、そのうち６名に対して厚生年金保険被保険者資格喪失日から

約６か月以内に支給決定が行われている上、当時は通算年金制度創設前で

あったことを踏まえると、申立人の委任に基づき事業主による代理請求が

行われていた可能性は高いものと考えられる。 

さらに、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに脱退手

当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 


